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2012年1月28日　弁護士　楠　晋一
国保保険料（税）の差押えの法的根拠と判例
０　法律、文献の略語

国保法:国民健康保険法、地税法：地方税法、地自法：地方自治法、徴収法：国税徴収法、徴収法基本通達：国税徴収法基本通達、通則法：国税通則法、通則法基本通達：国税通則法基本通達、行審法：行政不服審査法、行訴法：行政事件訴訟法、判タ：判例タイムズ
１　国保保険料（税）の差押えの法的根拠
　国保加入者は、国民健康保険料（国保法76条本文）か国民健康保険税（地税法703条の4第１項）を払わなければなりません。
　保険料や保険税（以下「保険料等」といいます。）を支払わない場合は、滞納処分を受け、財産が差し押さえられ、お金に換えて、滞納している保険料等の回収に充てられます。
　国民健康保険料の徴収に関しては原則地方自治法の普通徴収（納付書よる納付）によります（国保法76の3第１項・地自法231条・地税法706条）。この点は、国民健康保険税も同じ（地税法706条）ですので、まとめて説明できるところはまとめて説明します。なお、まとめて説明している場合に地税法のみを記載している場合は、特に断りがない限り「国保法79条の2・地方自治法231条の3第3項」が準用する地税法の規定と理解してください。
２　滞納処分（国税徴収法47条以下）とは？
　滞納処分とは、裁判をしないで滞納者の財産に強制執行すること、つまり、現金や財産を強制的に差し押さえて、必要ならお金に換えて、税金を徴収することをいいます。保険料等も支払を怠ると滞納処分を受けます。
　なお、保険料等の滞納処分については、地税法726条以下に規定がありますが、地税法728条に規定のない事項については徴収法に規定されている滞納処分の規定が準用されます（地税法728条７項）
　ちなみに、民間同士の争いでは、裁判をして勝ってからでないと強制執行できません。
　また、自力では強制執行できませんので、裁判所の執行官に執行してもらう必要があります。
３　滞納処分の手続き

1 保険料等を滞納すると、徴税吏員（保険料等の徴収担当者）は、納付期限から20日以内に督促状を送って督促しなければなりません（地税法726条）。
2 督促を受けたにもかかわらず、督促状発送日から数えて10日以内に保険料等を納付できない場合は、滞納処分が課され、徴税吏員は、滞納者の財産を差し押さえる義務があります（地税法728条１項１号）。
　　既に、滞納者の財産が他の税金等の滞納によって差し押さえられている場合は、徴税吏員は、「参加差押え」によって、他の税金等の滞納処分に参加し、財産の交付要求をして、配当を受けることで保険料等を徴収することができます（地税法728条５項）。
　　なお、差し押さえる財産に応じて手続や効果が徴収法等に定められています。

3 滞納処分を行うためには、その前提として差し押さえるべき財産がなければなりません。そのような財産があるかどうか調べるのが財産調査（徴収法141条以下）です。会計帳簿、帳簿の元資料になる書類を調べたり、市・区役所や法務局などの官公署や金融機関に問い合わせたりします。滞納者に対して質問検査や捜索が行われることもあります。
4 差し押さえられた現金以外の財産は、債権なら取り立てて、その他の財産は売ってお金に換えます（徴収法89条以下）。これを換価といいます。財産を売ってお金に換える方法での換価では、広く不特定多数の買受け希望者を募り、最高値を付けた人に売るという「公売」という方法が取られるのが原則です。(徴収法94条１項)
5 法律で定められた方法・順序で分配されます（徴収法128条以下）。これを配当といいます。
４　財産調査のルール（金融機関の調査は徴収法141条3号または4号）
　　徴収職員は、滞納処分のため滞納者の財産を調査する必要があるときは、その必要と認められる範囲内において、以下の人に質問したり、その人の財産に関する帳簿書類などを検査することができます。これを財産調査といいます。 

1. 滞納者 

2. 滞納者の財産を占有する第三者及びこれを占有していると認めるに足りる相当の理由がある第三者 

3. 滞納者に対し債権若しくは債務があり、又は滞納者から財産を取得したと認めるに足りる相当の理由がある者 

4. 滞納者が株主又は出資者である法人 

(1)　「滞納処分のため滞納者の財産を調査する必要があるとき」とは
　滞納処分のため、滞納者の財産の有無、所在、種類、数量、価額、利用状況、第三者の権利の有無等（以下徴収法141条関係において「財産の状況等」という。）を明らかにするため調査する必要があるときをいいます（徴収法基本通達141-1)。
　質問の内容及び検査の方法等は、財産の状況等を明らかにするために必要であると認められる範囲内に限られ(徴収法基本通達141-1)、徴収職員は、いわゆる普遍的・一般的な調査はすべきでないと考えられています。 
(2)　「相当の理由がある」とは
　滞納者等の陳述、帳簿書類の調査、伝聞調査等により、滞納者の財産を占有し、又は滞納者と債権債務の関係を有し、若しくは滞納者から財産を取得したと認められる場合等をいいます(徴収法基本通達141-3)。
(3)　「滞納者が株主又は出資者である法人」とは
　滞納者が株主である株式会社又は滞納者が出資者である持分会社、各種協同組合、信用金庫、人格のない社団等をいいます(徴収法基本通達141-4)。

(4)　財産調査で行うこと

　金融機関の調査では、滞納者の氏名、通称、予想される預金名義、預金口座に使われたと推定される印影等により調査対象を限定するのが通常です。そして、滞納者のものと評価できる各種の預金債権の有無、差し入れ担保の有無（不動産の有無が分かります）、株式等の保護預かりの有無、貸金の有無等を調査します。
５　差押の主なルール

· 差押えの対象財産の選択は徴収職員の裁量で決めることができますが、徴収法基本通達47-17は、その選択について指針を示しています。この点については後で述べます。
· 租税を徴収するために必要な財産以外の財産は差押えできません(超過差押の禁止・徴収法48条１項)。これも後で詳しく述べします。
· 督促後6か月以上経過した場合は、再度督促してから差押えするのが現場の運用です（徴収法基本通達47-18）
· 滞納者の財産でないと差押えできません。
· 差押え禁止財産の差押えはできません。これも後で詳述します。
６　差押え対象財産の選択

　差押えの対象財産の選択は徴収職員の裁量で決めることができますが、徴収法基本通達47-17は、選択の際には以下に掲げる事項に十分留意して選択するよう定めています。
(1) 第三者の権利を害することが少ない財産であること（徴収法第49 条参照）。
(2) 滞納者の生活の維持又は事業の継続に与える支障が少ない財産であること。
(3) 換価に便利な財産であること。
(4) 保管又は引揚げに便利な財産であること。
７　超過差押の禁止とは
ア　原則

　租税の徴収のための必要を越える差押を禁止するため、租税を徴収するために必要な財産以外の財産は差押えできません。

イ　例外

　1個の財産を差し押さえるときは、財産の価値が滞納額より大きくても超過差押とはいえません。これは差押えの対象財産が不動産であっても、学資保険のような債権であっても変わりません。そのような意味からは、超過差押の禁止は2個以上の財産を差し押さえるときにだけ問題になりうるといえるでしょう。
　しかし、差押えの対象財産が1つで、財産の選択は徴収職員の裁量事項であるからといっても、その裁量には自ずから限界があります。ごくわずかな租税の差押に当たって、非常に高額な1個の財産を選択した場合には、裁量権の濫用として差押が違法となることがあります。例えば、滞納者が差押えにより適当な財産を提供して差押財産を換えるよう求めたにもかかわらず徴収職員が応じなかった場合などは特に違法が認められやすいでしょう。
8　差押禁止財産を差し押さえてはいけない（徴収法75条から78条）
　滞納者の財産のうち特定の物は、主として滞納者保護の観点から差押が禁止されています。徴収法75条は絶対的に差押えが禁止されているので絶対的差押禁止財産と呼ばれています。
(1)　一般の差押禁止財産の主な具体例（徴収法75条１項）
1 滞納者、配偶者（内縁含む）その他の親族（以下「生計を一にする親族」という。）の生活に欠くことができない衣服、寝具、家具、台所用具、畳及び建具（1号） 

2 滞納者及びその者と生計を一にする親族の生活に必要な三月間の食料及び燃料（2号） 
3 主として自己の労力により農業を営む者の農業に欠くことができない器具、肥料、労役の用に供する家畜及びその飼料並びに次の収穫まで農業を続行するために欠くことができない種子その他これに類する農産物(3号)
4 主として自己の労力により漁業を営む者の水産物の採捕又は養殖に欠くことができない漁網その他の漁具、えさ及び稚魚その他これに類する水産物(4号)
5 技術者、職人等の業務に欠くことができない器具その他の物（商品を除く。）（5号）
6 実印その他の印で職業又は生活に欠くことができないもの （6号）
7 仏像、位牌その他礼拝又は祭祀に直接供するため欠くことができない物 （7号）
8 滞納者に必要な系譜、日記及びこれに類する書類(8号)
9 滞納者又はその親族が受けた勲章その他名誉の章票(9号)
10 滞納者又はその者と生計を一にする親族の学習に必要な書籍及び器具 （10号）
11 発明又は著作に係るもので、まだ公表していないもの(11号)
12 滞納者又はその者と生計を一にする親族に必要な義手、義足その他の身体の補足に供する物 （12号）
13 建物その他の工作物について、災害の防止又は保安のため法令の規定により設備しなければならない消防用の機械又は器具、避難器具その他の備品(13号)
条文上明確でない規定の具体例などは徴収法基本通達の75条関連のところに書かれています。
(2)　給料・賞与・退職金の差押禁止額（徴収法76条）
· 給料は、Ａ（給料から天引きされる所得税・住民税・社会保険料）＋Ｂ（最低生活費相当額（現在は10万＋4.5万×家族人数×必要なら日割り））＋生活費の加算額（（総支給額－Ａ－Ｂ）の2割）＝差押え禁止額（徴収法76条１項）で計算します。
· 賞与は、その支払を受けるべき時における給料等とみなして、給料と同じ計算をします。ただし、給料と賞与が同じ月に支給されるとしても最低生活費相当額は1回しかカウントしません（同条2項）。
· 退職金は、Ａ（給料から天引きされる所得税・住民税・社会保険料）＋Ｂ（10万＋4.5万×家族人数×３））＋Ｃ（Ｂ×2割×（退職金支給の基礎になった年数－５）＝差押え禁止額（同条3項）で計算します。
(注意点)

　ただし、給与等、賞与、退職金の差押禁止額については、滞納者の承諾があればその額を超えて差し押さえできます（徴収法76条5項）。その承諾は書面で行います（徴収法基本通達76-15）ので、言いくるめられてサインさせられないように注意してください。
(3)　滞納者が国や地方公共団体以外の者から生計を維持するために支給を受ける継続的給付に係る債権についての差押禁止（徴収法基本通達76-4）

　民事執行法152 条1項1号《差押禁止債権》に定められた「債務者が国及び地方公共団体以外の者から生計を維持するために支給を受ける継続的給付に係る債権」は、徴収法76条及び77条の規定により差押えが禁止されるものではありませんが、その債権の差押えが滞納者及びその者と生計を一にする親族の最低生活に支障を及ぼすと認められる場合には、徴収法76条の規定によるもののほか、支払期に受ける給付の4分の3についてはその差押えを行わないとされています。
(4)　給料等に基づき支払を受けた金銭の差押禁止（徴収法基本通達76-10以下）

　徴収法基本通達76-11によれば、給料が銀行振込みの場合、徴収法76条2項の差押禁止の適用はありません。ただし、同じ通達76-11には、差押えにより生活の維持を困難にするおそれがある金額については、差押猶予や、差押えの解除ができますとも書いてあります。
　(5)　年金等の差押え禁止額　（徴収法77条）
· 民事執行と異なり年金・恩給・休業手当等は給料とみなして上の給料の計算式を適用します。
· 退職一時金、一時恩給などは退職手当等とみなして上の退職金の計算式を適用します。
　(6)　特別法によって差押えが禁止されている主なもの
1 公的な保護・援護等として支給された金品

例：生活保護金（生活保護法58条）、障害者自立支援給付（障害者自立支援法13条）、児童福祉法に基づいて支給された金品（児童福祉法57条の5）、児童手当（児童手当法15条）、児童扶養手当（児童扶養手当法24条）、養育医療費（母子保健法24条）、後期高齢者医療給付（高齢者の医療の確保に関する法律62条）、雇用保険給付（雇用保険法11条）、子ども手当（子ども手当て支給法15条）
2 職務上の災害補償等を受ける権利

例：災害補償を受ける権利（労働基準法83条2項）、労災補償を受ける権利（労働者災害補償保険法12条の5第2項）
3 特定の災害補償等を受ける権利

例：自動車損害賠償保障法による損害賠償請求権（同法18条）、刑事補償金（刑事補償法22条）
4 一定の共済金または保険金を受ける権利

例：損害保険金（保険法22条3項）
９　徴収緩和制度
(1)　納期限の延長（地税法20条の5の2）
　災害その他やむを得ない理由により、保険料等を期限内に納められない場合は、条例の定める期間、納付期限が延長されます。

(2)　保険料等の徴収猶予（地税法15条以下）

　徴収猶予とは、納税者から一定の行政処分等をすることの請求または申請があった場合において、税務署長等（徴税機関の長）が相当の理由があると認めるときに、その処分等がされるまでの間、暫定的に租税の全部または一部の徴収を猶予するものです。ただし、要件に該当しない場合は適用されないと考えられています。

ア　災害・廃業等により納付困難な場合の猶予(地税法15条1項)
1 災害・廃業その他特定の事実があること（納税者がその事業につき著しい損害を受けた場合も該当します）(同項1号から5号)
2 その特定の事実のために、租税を一時に納付できないと認められること
3 納税者が徴収の猶予を申請したこと

　免除の限度は一時に納めることができない金額です。

　期間は1年が原則とされています。
イ　課税が遅延した場合の徴収の猶予(地方税法15条2項)
1 課税処分が1年以上遅延したこと
2 租税を一時に納付できない理由があると認められること
3 納税者が、徴収の猶予の申請を、原則として納付期限内にしたこと
 (3)　保険料減免

　ア　法定軽減（7割・5割・2割）、3割軽減

　世帯全員の所得の合計が基準額以下の世帯について、医療分・後期高齢者支援金分・介護分保険料の平等割、均等割を軽減します。
　世帯全員の所得が判明していれば、7割、5割、2割軽減については、保険料決定時に自動的に適用されます。

　なお、大阪市では、2割軽減が適用されている世帯のうち、3割軽減基準額以下の世帯については、保険料決定後に残りの1割部分を申請により軽減できる制度があります。 

　イ　条例に基づく減免（大阪市の場合）
　(ｱ)　非自発的失業者にかかる軽減（要届出）

　平成22年3月31日以降に倒産・解雇などの理由で離職された方について、離職年月日の翌日から翌年度末まで医療分・後期高齢者支援金分・介護分保険料の所得割の部分が軽減されます。

　(ｲ)　退職、倒産、廃業、営業不振等にかかる減免（要申請）

　退職・倒産・廃業・一定期間以上の休業・疾病等により見込所得が減少する方や、経済変動等による営業不振のため、所得が大幅に減少するために、今年度の見込所得が前年比10分の7以下となる方について、医療分・後期高齢者支援金分・介護分保険料の所得割が減免率表に基づき減免されます。ただし所得制限があります。

　(ｳ)　災害にかかる減免（要申請）

　災害にあわれた方について、災害の種類や程度に応じて医療分・後期高齢者支援金分・介護分保険料の平等割、均等割、所得割が減免されます。

　(ｴ)　給付制限による減免（要申請）

　少年院や刑務所、警察の留置場などで1か月以上拘禁されていたため国保給付を受けられなかった方について、収監証明書を提出することによって医療分・後期高齢者支援金分・介護分保険料の均等割、所得割が免除されます。

(4)　滞納処分の停止(地税法15条の７、徴収法153)
　ア　意義
　一定の要件に該当する場合に、強制徴収の手続を停止するものです。原則滞納している全ての税金について行われます（徴収法基本通達153-8）。
　税務署長等の職権によりますので、滞納者は、停止しないことを理由に不服申立てや裁判は起こせません（徴収法基本通達153-5）。逆に税務署長等は滞納者の申請が無くても停止できます。
　イ　要件
　以下のいずれかの事実がある場合
1 滞納処分をすることができる財産がないとき
2 生活を著しく窮迫させるおそれがあるとき

3 納税者の所在及び滞納処分を実行すべき財産がともに不明の場合

　ウ　要件の具体的説明
　(ｱ)　①「滞納処分をすることができる財産がないとき」とは
（ａ）滞納処分の停止をするかどうかを判定する時において、差押えの対象となった、またはなりうる財産の価値が、滞納処分費用と国税に優先する債権の合計額を超える見込みがない場合、つまり、滞納処分をしても税金の回収につながらない場合、または、（ｂ）差し押さえられる財産はすべて差し押さえて換価しても、なお税金が残っている場合をいいます（徴収法基本通達153-2）。
　(ｲ)　②「生活を著しく窮迫させるおそれがあるとき」とは
　滞納者（個人に限ります。）の財産につき滞納処分を執行することにより、滞納者が生活保護法の適用を受けなければ生活を維持できない程度の状態になるおそれのある場合をいいます（徴収法基本通達153-3）。

　エ　効果
①　滞納処分の禁止と差押の解除(徴収法153条3項)
②　執行停止が3年間継続したときはその租税債務は消滅します(同条4項)。延滞税も消滅します（徴収法基本通達153-13）
③　延滞金の免除(通則法63条1項本文)
(注意点)

　オ　滞納処分の停止中に滞納者が自発的に納付する場合
　滞納処分の停止をした場合において、滞納者が自発的にその停止に係る国税を納付したときには、停止している税金に充てることは差し支えないとしています（徴収法基本通達153-11）。この通達が生活保護受給者に受給前の未納分について納付を迫る法的根拠となっています。強引な説得には抗議しましょう。
(5)　換価の猶予(地税法15条の5第1項、徴収法151条)
ア　意義
　納税者に一定の事由がある場合に、納税者の財産の換価を猶予するものです。
　換価の猶予は税務署長等の職権によります。しかし、実務上は納税者から納付困難を理由とする分納の申立てがあった場合には換価の猶予に該当するかどうかの検討をすることとされています。
イ　要件
1 滞納者が、納税について誠実な意思を有すると認められること
2 徴収の猶予を受けている場合ではないこと
3 いずれかの要件を満たすこと
· その財産を直ちに換価することにより滞納者の事業の継続又は生活の維持を困難にするおそれがあるとき 
· 財産の換価を猶予する方が滞納租税及び近い将来において納付すべき租税の徴収上有利であるとき
ウ　要件の具体的意味

(ｱ)　「納税について誠実な意思を有すると認められる」か否かの判断

　従来において期限内に納税していたかどうか、納税の猶予、換価の猶予等の場合に確実に分納を履行したかどうか等を参考として、現在において誠実な納税の意思を有していると認められるかどうかにより判定します（徴収法基本通達151-2）。
(ｲ)　「滞納者の事業の継続を困難にするおそれがあるとき」とは
　事業の不要不急の資産を処分する等事業経営の合理化を行った後においても、なお差押財産を換価するとその滞納者の事業の継続を困難にするおそれがあると認められる場合をいいます（徴収法基本通達151-3）。

(ｳ)　「生活の維持を困難にするおそれがあるとき」とは
　必要な生計費程度の収入が期待できなくなる場合をいいます（徴収法基本通達151-4）。

(ｴ)　「国税の徴収上有利であるとき」とは
(1) 滞納者の財産のうち滞納処分ができるすべての財産につき滞納処分を執行したとしても、滞納額を全額徴収できない場合であって、換価処分を執行しないこととした場合には、その猶予期間内に新たな滞納を生ずることなく、その猶予すべき国税の全額を徴収することができると認められるとき。
(2) 換価すべき財産の性質、形状、用途、所在等の関係で換価できるまでには相当の期間を要すると認められる場合で、換価処分を執行しないことが、その猶予すべき国税及びその猶予すべき期間内において納付すべきこととなる国税の徴収上有利であると認められるとき。
(3) 滞納国税につき直ちに徴収できる場合等であっても、最近において納付すべきこととなる国税と既に滞納となっている国税との総額については、換価処分を執行しないことが徴収上有利であると認められるとき。
のいずれかに該当する場合をいいます(徴収法基本通達151-5)。
エ　効果
　差押財産の換価処分が制限されます。また、必要があると認められる場合は、差押を猶予し、既にしている差押を解除することができます。

　猶予が認められる金額に定めはありませんが、必要な限度に限って認められると考えられています（徴収法基本通達151-8）。

　延滞税についても、軽減措置が認められています（通則法63条1項、同条3項）
　換価の猶予の期間は原則１年以内ですが、猶予期間内に納付できないやむを得ない場合、すなわち、納税者の責任とはいえない場合はすでに猶予した期間と併せて２年間までは猶予期間の延長ができます（徴収法152条・通則法46条7項、徴収法基本通達152-3）。ただし、実務は２年を超えても猶予をしているのが実情です。
　猶予期間中に分割払いをさせることができます（徴収法152条、通則法46条4項）
　猶予に際して、担保を取るのが原則ですが、様々な例外が定められています（徴収法基本通達152-4）
10　国保料等の消滅時効

　(1)　消滅時効期間
　ア　国保料

　国保料債権は２年で消滅時効にかかります（国保法110条１項）。時効の起算点（消滅時効のカウントダウンを始めるスタート地点）については、特に規定がありませんので、納付書記載の納期限日の翌日からとなります。

　イ　国保税

　国保税は地方税ですので、法定納期限の翌日から数えて５年で消滅時効にかかります（地税法18条1項柱書）。
　ウ　延滞金

　裁判例によれば、延滞金は、遅延利息の実質があり、滞納日数に応じて日々発生し、発生した次の日から請求できるので、消滅時効の起算日は発生日の翌日と考えられています（大阪高裁昭和45年4月17日判決、判例タイムズ252号276頁)。

　しかし、この考え方によると国保料等が時効消滅しても、国保料なら直近2年、国保税に至っては直近5年の延滞金は時効にかかっておらず、時効消滅した国保料等の延滞金のみが請求可能になるという奇妙な結論になります。
　時効の効果は起算日に遡ります(民法144条)。つまり、消滅時効にかかった国保料等は初めから存在しなかったものとみなされるのです。それならば、元の国保料等が存在しない以上、延滞金も起算日に遡って発生しなかったというべきであり、延滞金は支払う必要がないというべきでしょう。

　(2)　時効の効力
　ア　一般の場合

　民法では、時効の効果を受けたい人は、相手方にその旨の意思表示(援用)をしなくてはなりません(民法145条)。
　また、時効が完成しても、あえて払いたい人は時効の利益を放棄して支払うことができます。
　イ　保険料等の場合

　保険料等が消滅時効にかかった場合は、消滅時効の援用は必要なく、市町村は自動的に請求できなくなります（国保料は国保法79条の2・地自法236条2項、国保税は地税法18条2項）。

　また、保険料等の場合は、時効の利益を放棄することができません（国保料は国保法79条の2・地自法236条2項、国保税は地税法18条2項）。そのため、もし時効消滅後に間違って支払った場合、市町村は支払われた保険料等を過誤納金として返さなくてはなりません。
　(3)　時効の中断

　時効の中断とは、時効のカウントダウンが振出しに戻ることをいいます。翌日から再度カウントダウンが始まります。なお、国保料等の時効が中断した場合、その効果は延滞金にも及びます(地税法18条の2第5項)
　ア　中断事由一般について

　時効の中断については国保法や租税法に特別規定があるものを除き、民法の規定が準用されます（国保料は国保法79条の2・地自法236条3項、国保税は地税法18条3項）。民法では147条に時効の中断事由が定められています。

　イ　承認

　民法147条で一番問題になるのは承認です（同条3号）。

　承認とは、払わなければいけない税金の存在を認識して、その認識を表明したと認めるに足りる行為はすべて承認に当たります。ですので、納税の猶予の申請や国保料等の一部納付は承認に当たります(通則法基本通達73-3，73-4参照)。また、黙示の承認でも時効が中断します。

　ウ　徴収(納付)通知・督促
　民法に規定のない時効中断理由として、国保料等の徴収の通知や督促があります。つまり、督促状が届けば、それだけで時効のカウントダウンが振出しに戻ります(国保料は国保法110条2項、国保税は地税法18条の2第1項柱書)。
　カウントダウンが始まるのは、納付書の期限が到来したとき（地税法18条の2第1項1号）と、督促状が届いた日から数えて10日経過した日からである(同項2号)。
　(4)　時効の停止

　時効の停止も、時効の中断と同様に時効のカウントダウンは止まりますが、中断とは異なりカウントダウンは振出しに戻らず、停止事由がなくなれば残りの時間につきカウントダウンが再開します。民法では、相続財産に関する160条、天変地異に関する161条があります。

　また、徴収の猶予中や差押財産の換価の猶予中は、その猶予期間中は時効が停止します(地税法18条の2第4項)。 

11　国保料徴収担当者の指導と信義則

(1)　問題点
　国保料納付者間の公平を図ることと、職員の指示を信頼した特定の納付者の保護を図ることを天秤にかけることになる。
(2)　最高裁判決（最高裁昭和62年10月30日判決）における、租税法における信義誠実の原則の法理の適用要件
事案：Ａは酒販店経営。昭和２９年分から昭和４５年分まで青色申告。Ａの死亡後事業を引き継いだ息子Ｘは、昭和４６年分から、自ら青色申告の承認申請することなく、自分の所得としてＸ名義の青色申告書で確定申告。毎年課税当局からは青色申告用紙の送付がなされ、かつ、毎年受理されていた。昭和５２年に、Ｙ税務署が、昭和４８年分と、４９年分についてＸが青色申告の承認を得ていないことを理由に白色申告として更正処分をしたので、Ｘが処分の取消しを求めた。
判決:　租税法規に適合する課税処分に係る信義誠実の原則の法理による違法を考え得るのは、納税者間の平等公平という要請を犠牲にしてもなお当該課税処分に係る課税を免れさせ、納税者の信頼を保護しなければ、正義に反するといえるような特別の事情が存することが必要であるとした上で、少なくとも
①　税務官庁が納税者に対し、信頼の対象となる公的見解を表示したこと
②　納税者がその表示を信頼し、その信頼に基づいて行動したこと
③　後にその表示に反する課税処分が行われたこと
④　そのために納税者が経済的不利益を受けたこと
⑤　納税者が税務官庁の右表示を信頼し、その信頼に基づいて行動したことにつき、納税者の
　責めに帰すべき事由がないこと　
といった考慮が不可欠である。
　本件は、税務署長の承認を受けていないときは、青色申告書を提出しても青色申告の効力を認める余地はない。上記要件に照らしても、本件更正処分がＹ税務署が、Ｘに与えた公的見解の表示に反する処分であるとはいえない、として、信義誠実の原則の法理の適用を考える余地はないとした。

　国保の担当者とのやりとりはほとんどが口頭でしょうから、現実に裁判するとなれば、①から⑤まで証明することは容易ではないでしょう。ただ、課税当局側が間違った指導に基づいて徴収した場合に抗議できる根拠を知っておくだけでも有意義でしょう。
12　不服申立て制度

　国保料等の滞納処分について不服がある場合は、不服申立てができます。
　(1)　申立先

　国保料か国保税かで申立先が変わります。
　ア　国保料の場合
　各都道府県にある国民健康保険審査会に申し立てます(国保法91条)。ちなみに国民健康保険審査会へは保険証の交付や返還に関する処分などの不服審査請求先でもあります。
　イ　国保税の場合
　国保税の場合は、市町村長名義でなされた処分は異議申立てで（地税法19条1項2号・行審法6条、なお、今後行審法が出てくるときの地税法19条1項2号は省略します））、支庁等（地方税法3条の2参照、例えば政令市の行政区や市税事務所）の長が行った処分についての不服申立ては、地方団体の長に対する審査請求として行います（行審法5条）。
　(2)　不服申立期間。

　ア　国保料の場合
　処分があったことを知った日の翌日から数えて60日以内に申し立てる必要があります(国保法99条本文)。ただし、正当な理由によりこの期間内に審査請求をすることができなかったことを疎明したときはこの限りではありません(国保法99条但書)
　イ　国保税の場合
· 処分があったことを知った日の翌日から数えて60日以内に申し立てる必要があります(行審法14条1項、同45条)。
· ただし、天災その他審査請求をしなかったことについてやむをえない理由があるときは、その理由がやんだ日の翌日から数えて１週間以内に請求しなければいけません(行審法14条1項但書、同条2項)。
· 審査請求・異議申立は、処分があつた日の翌日から数えて１年を経過したときは、正当な理由がない限り、することができません。(行審法14条3項)
なお、2つめ以降の「・」については、異議申立てには適用がありません（行審法48条参照）。
　(3)　申立方式

　ア　国保料の場合
　申立ては、文書又は口頭で行います(国保法99条本文)。
　文書の場合は正副2通が必要です(国保法102条・行審法9条)。
　口頭の場合は、国民健康保険審査会が陳述書（採取録）を作成して、請求人に押印してもらう運用がされているようです(奈良県国民健康保険審査会HP参照)。
　イ　国保税の場合

　審査請求・異議申立は原則書面で行います(行審法9条)。審査請求の場合は正副2通必要ですが、異議申立ての場合は正副2通なくても構いません(行審法9条)。
　但し、口頭で「審査請求」をする場合は、行政庁が陳述書を作成して請求者が印鑑を押すという制度もあります（行審法16条）。　
　(4)　不服申立書

　ア　国保料の場合
　「兵庫県国民健康保険審査会の概要」のホームページにひな形が参考になると思います。
　もっとも、審査請求書は、必要事項が盛り込まれていれば様式は問いません。
　イ　国保税の場合
　不服申立書（異議申立書・審査請求書）の様式も定まっていません。審査請求の場合は行審法15条、異議申立ての場合は同法48条が準用する同法15条1項、2項、4項の内容を盛り込まなければなりません。
　異議申立書については長崎県壱岐市の「税務関係申請書・書式ダウンロード」にあるひな形が参考になると思います。
　審査請求書については、長崎県の審査請求書のダウンロードサービスが参考になると思います。　
　(5)　不服申立の審理

　ア　国保料の場合

　書面審理が原則です(国保法102条・行審法25条1項本文)。

　審査会は、審理を行うため必要があると認めるときは、審査請求人若しくは関係人に対して報告若しくは意見を求め、その出頭を命じて審問することができます(国保法101条1項)。

　イ　国保税の場合

　書面審理が原則です(行審法25条1項本文)。ただし、不服申立人の申立てがあったときは、口頭で意見を述べる機会を与えなければなりません(同項但書)。

　(6)　不服申立の決定または裁決
　国保料や国保税の審査請求については裁決し(国保法103条参照、行審法40条)、異議申立については決定がなされます(行審法47条)。

　「却下」：要件を欠くため不適法な場合　
　「棄却」：不服申立ては適法ですが、申立て記載の理由があるとは認められない場合

　「認容」：不服申立てに理由がある場合。処分を取り消したり変更したりする

　決定・裁決は、不服申立人に対して決定書・裁決書の謄本送達により効力が生じます(行審法42条、48条)。

13　取消訴訟

　(1)　取消訴訟の種類
　取消訴訟には、審査請求や異議申立てに対する不服申立てに対する行政庁の裁決、決定その他の行為の取消しを求める訴え（裁決の取消を求める訴え）と、行政庁の処分その他公権力の行使に当たる行為(不服申立てに対する行政庁の裁決、決定その他の行為を除く)の取消を求める訴え(処分の取消しを求める訴え)があります（行訴法９条参照）。

　(2)　不服申立ての前置

　取消訴訟は、審査請求に対する裁決や異議申立に対する決定を先に行った上でなければ提起できないのが原則です(国保法103条、地税法19条の12)。

　ただし、例外があります。
①　異議申立または審査請求があった日から3か月を経過しても決定・裁決がない場合(地税法19条の11・行訴法8条2項1号、国保法には規定がないので行訴法8条2項が適用されます)

②　処分、処分の執行又は手続の続行により生ずる著しい損害を避けるため緊急の必要があるとき(行訴法8条2項2号)、その他その決定・裁決を経ないことにつき正当な理由があるとき(同項3号)。

(3)　訴えを起こせる期間（出訴期間）
　ア　一般的な期間制限

　取消訴訟は、処分または決定・裁決があったことを知った日から６か月以内に提起しなければなりません(行訴法14条1項・4項)。また、処分または決定・裁決の日から数えて１年を経過したときは、正当な理由があるときを除いて、取消訴訟を提起することができません(同条2項・3項)。
　イ　滞納処分に関する出訴期間の特例

　処分、処分の執行又は手続の続行により生ずる著しい損害を避けるため緊急の必要がある(行訴法8条2項2号)、その他その決定・裁決を経ないことにつき正当な理由がある(同項3号)として、審査請求をせずに取消訴訟を起こす場合は、取消しを求める滞納処分によって、その裁判を起こせる期間が制限されています（地税法19条の13・同条の4）。

1 督促の場合は、差押えに係る通知を受けた日（その通知がないときは、その差押えがあつたことを知つた日）の翌日から数えて30日を経過した日まで（同条の4第1号）。 

2 不動産等（不動産、船舶、航空機、自動車、建設機械、小型船舶、債権又は無体財産権（電話加入権除く）についての差押えは、事前に定められた「公売期日等」まで(同条2号)。
　「公売をする日」とは、公売により売却する場合には最高価申込者の決定の日をいいます（徴収法基本通則111-1）。

3 不動産等についての公告（公売公告）から売却決定までの処分は、換価財産の買受代金の納付の期限まで (同条3号)
4 換価代金等の配当は換価代金等の交付期日まで(同条4号)
(4)　取消訴訟に関する教示

　行政庁が、滞納者に対して、滞納処分に関する一連の処分または裁決を行う場合は、処分または裁決の相手方に対して次の事項を書面で教示しないといけません(行訴法46条1項)。

1 当該処分または裁決について取消訴訟を行う場合にその被告とすべきもの

2 当該処分または裁決について取消訴訟を行う場合の訴えを起こせる期間

3 当該処分について取消訴訟を行う場合は先に当該処分についての審査請求に対する裁決を受けなければならないときはその旨。

4 ③の場合、審査請求があった日から3か月を経過しても裁決がないときなどの場合は、裁決を経なくても処分の取消しの訴えを起こせる場合についてはその旨。

(5)　執行停止の訴え
　滞納処分に関する取消訴訟を起こしたからといって、処分の効力や処分の執行や手続の続行を妨げるわけではありません(行訴法25条1項)。
　ただし、処分取消しの訴えを起こした場合で、処分、処分の執行又は手続の続行により生じる重大な損害を避けるため緊急の必要があるときは、裁判所に執行停止の訴えをすることで、処分の効力、処分の執行又は手続の続行の全部又は一部の停止が認められることがあります(同条2項本文)。

　

14　国保保険料(税)滞納に伴う差押えについての判例
（1）　預金口座の差押に関する判例

①　最高裁平成10年2月10日判決（判タ1036-77）
事案：ＡのＹ信用金庫からの借入につき連帯保証人となっていた原告Ｘが、平成5年2月から3月にかけてＸがＹ信金に有する普通預金口座に200万円を超える国民年金と労災保険金が振り込まれた。Ｘは同年4月1日にＹ信金に対して支払停止を告げたところ、Ｙ信金は同月2日にＸに対して一括弁済を催告し、同月9日に保証債務残高18万円余りと普通預金（残高36万円余り）を対当額で相殺した。なお、Ｘの口座には年金や労災保険金以外にも様々な入金が存在した。
判示：国民年金及び労災保険金の受給権が差押等を禁止されているとしても、その給付金が受給者の預金口座に振り込まれると、それは受給者の預金債権に転化し、受給者の一般財産になるから、右預金債権は原則として差押等禁止債権としての属性を承継せず、従って、これを受働債権とする相殺は禁止されない。
②　東京地裁平成15年5月28日判決（判タ1154-212）
事案：消費者金融会社Ｙは、債務名義に基づきＸの郵便貯金債権に強制執行して136万2453円を回収した。しかし、このうちの133万5053円はＸの年金が預けられた（郵便局への直接振込、他口座に振り込まれた年金を引き出して郵便局に入金したものを含む）ものであるとして、差押命令の一部取消(民執法153条1項)を申立て、支払禁止命令を得た。ＸはＹに対して、133万5053円の不当利得返還訴訟を起こした。
判示：貯金債権のうち133万5053円はＸの年金が預け入れられたものと認定した上で、年金受給権者が受給した年金を金融機関・郵便局に預け入れている場合にも、当該預貯金の原資が年金であることの識別・特定できるときは、当該預貯金債権に対する差押えは禁止されると判示した。

　そして、原告に年金以外の財産があるため、年金を本件郵便貯金として蓄えている場合であるとまで断定できないとして、本件債権執行は許されず、不当利得返還請求を認めた。

　
③　大阪地裁平成19年9月20日判決（判タ1272-298）
事案：信販会社Ｙが26万4259円につき債務名義を得て、Ｘの郵便貯金債権２つ（預金1の残高は15万1539円、預金2は38万4399円）のうち預金1の全額と預金2のうち11万2720円を差押、取り立てて弁済を受けた。しかし、預金1のうち13万2352円と預金2のうち32万0292円は厚生年金を原資とするものであった。そこで、ＸがＹに対し、不当利得または損害賠償金として回収した金銭を返還するよう求めた。
判示：差押が禁止されている給付であってもいったん受給者の貯金口座に振り込まれた以上、年金受給権と貯金債権は明らかに法的性質を異にするものであり、貯金債権は年金受給権の差押禁止債権としての属性を承継しないから。貯金債権の全額を差し押さえることは何ら違法とはならない。

　もっとも、差押が禁止されている給付が受給者の貯金口座に振り込まれた場合においても、受給者の生活保持の見地から差押禁止の趣旨はできる限り尊重されるべきであるが、法的性質の異なる貯金債権まで差押禁止債権とすることは、法の明文の規定なく責任財産から除外される財産を認めることになり取引の安全を害することとなる上、受給者が年金以外に財産を所有して生計を立てている場合などには差押えを禁止する必要がないことをも考慮すれば、年金を原資とした貯金債権を差押禁止債権とすることは相当ではないとして、請求を棄却した。
(2)　判例の解説

　この事案はいずれも民事の争いであり民事執行法152条の問題ですが、差押禁止財産が預金債権に変化した場合に預金債権を差押えできるかという論点については、滞納処分にも妥当する判決と考えられています。
　判例の考えは
1 差押禁止債権の給付と預金が混ざって、どのお金が差押禁止か特定できなくなったときは預金債権の差押えを認めるか？

　　　差押えを認めることで争いがないように思います。
2 預金の原資のすべてあるいは大部分が差押禁止債権の振込金によることが特定できた場合でも預金債権の差押を認めるか？

　　　ここは、事例によって結論が別れています(裁判例②、③)。
3 預金の原資のすべてあるいは大部分が差押禁止債権の振込金だとしても、預金債権の差押えを認める場合はあるか？

　債務者が、別の財産を隠匿して生活できている場合、差押をされた者の最低限度の生活を守るという趣旨に反して拒否している場合は差押えを認めるべきだと考えられています。
　ちなみに、差押えを認めた場合のＸの救済は、執行裁判所に申し立てて、債務者及び債権者の生活の状況その他の事情を考慮して、差押命令の全部若しくは一部を取り消してもらう（民事執行法153条1項）ことで対応すべきと考えられています。
　このことからすれば、滞納処分については、民事執行法153条と同趣旨の滞納処分の停止を活用すべきといえるでしょう。
　なお、徴収法基本通則76-11によれば、給料が銀行振込みの場合、徴収法76条2項の差押禁止の適用がないことは既に述べたとおりです。ただし、同じ通達76-11には、差押えにより生活の維持を困難にするおそれがある金額については、差押猶予や、差押えの解除ができますので、その活用も検討すべきでしょう。
15　罰則
　(1)　滞納処分免脱罪

　「滞納処分の執行を免れる目的でその財産を隠蔽し、損壊し、地方団体の不利益に処分し、又はその財産に係る負担を偽つて増加する行為をした」（以下「滞納処分免脱行為」といいます。）国保料等の支払義務者は、３年以下の懲役若しくは250万円以下の罰金に処せられるだけでなく、場合によっては懲役刑と罰金刑の両方を科されることもあります(地税法729条1項・同条706条1項)。

　第三者が国保料等の支払義務者に滞納処分の執行を免れさせる目的で滞納処分免脱行為をした人も同じ処分を受けます(同法729条2項) 。
　事情を知って滞納処分免脱行為の相手方になった人（例えば、差押直前の財産を買った人）は、2年以下の懲役、150万円以下の罰金に処せられるだけでなく、場合によっては懲役刑と罰金刑の両方を科されることもあります(同条3項)。
　法人の代表者、または法人もしくは人の代理人、使用人その他の従業者がその法人または人の業務または財産に関して滞納処分免脱行為をした場合は、その行為者を罰するだけでなく、その法人または人に行為者と同じ条文に基づいて罰金刑を科します（同条4項）。

　民間では、滞納処分免脱罪と似た犯罪として強制執行妨害罪（刑法第96条の2）が定められています。しかし、強制執行妨害罪は2年以下の懲役刑または50万円以下の罰金刑のいずれかしか科せられません。法律は税金を免れる行為は、より悪質と考えて、より重く処罰しているといえます。
　(2)　執行を免れる（免れさせる）目的とは？

　滞納処分免脱罪は、「滞納処分の執行を免れる目的」で行われることが必要です。
「滞納処分の執行を免れる目的」とは、滞納処分の執行の実益をなくそうとする意図をいいます（徴収法基本通達187-2）。

　滞納処分の執行を免れる目的で行為すれば直ちに犯罪が成立し、滞納処分を執行したかどうか又は滞納処分の対象となった国税の徴収ができたかどうかは、関係ありません（徴収法基本通達187-3）。
　(3)　処罰される行為（滞納処分免脱行為）とは？

　ア　財産

　滞納処分の対象となりうべき動産、不動産、及び債権をいいます。

　イ　隠蔽
　財産についての仮装売買、仮装贈与、財産の隠匿等によって、徴収職員による財産の発見を困難にさせる行為をいいます（徴収法基本通達187-4）

　ウ　損壊

　財産の構造の一部又は全部について損傷を与え、その性質、形状を変える等その財産の財産的価値を害する行為をいいます（徴収法基本通達187-5）。

　エ　地方団体の不利益に処分

　贈与、不当に低額な対価による売買、換価容易な財産と換価困難な財産との交換、賃借権の設定、債務免除その他財産の処分によって国を不利益にさせる一切の行為をいいます（徴収法基本通達187-6）。
　オ　その財産にかかる負担を偽って増加する行為

虚偽に地上権、賃借権を設定する等その財産の価値の減少を仮装する一切の行為をいいます（徴収法基本通達187-7）。

　カ　滞納処分免脱行為の相手方になる

「情を知つて」とは、納税者又はその財産を占有する第三者が、滞納処分の執行を免れ、又は免れさせる目的で徴収法第187条第1項所定の行為をすることを、納税者又はその財産を占有する第三者の相手方が知っていることをいいます（徴収法基本通達187-11）。

「納税者又はその財産を占有する第三者の相手方となつた者」とは、納税者又は納税者の財産を占有する第三者がした隠ぺい、損壊、国に不利益な処分、財産の負担を虚偽に増加させる行為について、それらの行為の相手方となった者をいいます（徴収法基本通達187-10）。
「納税者の財産を占有する第三者」とは、正当な権原の有無にかかわらず、納税者の財産を占有している第三者をいいます（徴収法基本通達187-9）。
以上
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